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平成 28年度
郡市医師会特定健診・特定保健指導
担当理事及び関係者合同会議
と　き　平成 28年 9月 29 日（木）15：00 ～ 16：00

ところ　山口県医師会 6階会議室
[ 報告 : 常任理事　藤本　俊文 ]

開会挨拶
河村会長　この特定健診・特定保健指導は制度が
始まって今年で 9年目となるが山口県の受診率

は全国的に見ても低く、これを検証していかなけ

ればならない。ご出席の担当理事の先生方、市町

の担当者の方から、活発にご議論いただければと

思う。本日はよろしくお願い申し上げる。

協議事項
1. 平成 27 年度の実施結果について
国保連合会　特定健診については、平成 26年度
の県内国保受診率は 24.4％であった。これは全

都道府県の中で 46番目の数値になっており、最

下位の広島県との差は 0.3％を切っている状況

にある。27 年度の県内国保保険者の受診率は

25.6％、医師国保を除く市町村国保保険者のみで

は 25.4％となっており、26年度の受診率と比較

すると、それぞれ 1.2％上昇している。25 年度

から 26 年度の伸び率が 1.4％であったので、伸

び率は下がっているが、20 年度から 25 年度の

伸び率は毎年 1％に満たない状況であったので、

この 2年間の 1.4％、1.2％という数字は保険者

の取組みの成果である。ただ、最下位の広島県と

の差が年々縮まっている状況であるので、国保保

険者の受診率が全国最下位になることが危惧され

る。保険者ごとに見ると、27 年度の国保保険者

資料 1　平成 27 年度　特定健診対象者数等　全保険者集計情報

山口県国民健康保険団体連合会

※　当資料は、特定健診・特定保健指導実施結果集計表（平成 27年度：法定報告分）から作成しています。
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で最も高かった受診率は 50.4％、最も低かった

受診率は 17.9％となっている。市で最も高かっ

た受診率は 36.9％、町で最も高かった受診率は

38.2％であった。保険者別でみると、26 年度と

比較して 15 保険者で受診率が上昇しており、5

保険者で受診率が下降している。特に 2％以上

増加した保険者は、26年度は 2保険者だったが

27年度は 5保険者となっており、最も増加した

保険者で 3.4％増加している。市町の国保保険者

での保険者間の較差は、市は 19％で 26 年度か

ら 5％拡大、町は 19.8％で 4.7％拡大している。

　特定保健指導の積極的支援については、国保

保険者の終了率は 11.8％で、26 年度と比較し

て 1.3％上昇しており、最も高かった終了率は

50.0％、最も低かった終了率は 0％（2保険者）

となっている。

　動機付け支援については、終了率は 19.2％

で 0.6％上昇しており、最も高かった終了率は

46.7％となっている。26 年度と比較して 27 年

度の終了率が最も向上した保険者は 38.1％上昇

郡市担当理事
　大島郡　嶋元　　徹
　玖　珂　山下　秀治
　熊毛郡　曽田　貴子
　吉　南　嘉村　哲郎
　厚狭郡　吉武　正男
　美祢郡　吉崎　美樹
　下関市　綾目　秀夫
　宇部市　内田　悦慈
　山口市　奥田　道有
　萩　市　宮内　嘉明
　徳　山　藤嶋　　浩
　防　府　岡澤　　正
　下　松　澤　　公成
　小野田　白澤　宏幸
　光　市　井上　祐介
　柳　井　松井　則親
　長門市　吉村　　晃
　美祢市　白井　文夫

山口県医師会
　会　　長　河村　康明
　常任理事　藤本　俊文
　理　　事　香田　和宏
　　　　　

山口県国民健康保険団体連合会
　保健事業課　主査　重富　知巳
　保健事業課　主任　藤田　　勤

社会保険診療報酬支払基金山口支部
　　管理課　副長　小関　秀典
　　管理課　班長　杉山　　誠

全国健康保険協会山口支部
　　保健グループ　統括リーダー　土田　真平

山口県後期高齢者医療広域連合
　　業務課　保健事業推進係長　　須子幸一郎
　　業務課　保健事業推進係主任　岡　　陽介

市町
　下関市　保険年金課　課長補佐　　　　　　　岡原　正行
　宇部市　保険年金課　保険管理係長　　　　　玉泉　信寛
　山口市　保険年金課　主任主事　　　　　　　西本　良子
　防府市　保険年金課　国保医療係係長　　　　安村　良輔
　下松市　保険年金課　主査　　　　　　　　　村上　直子
　岩国市　健康推進課　健診班長　　　　　　　藤井　俊英
　山陽小野田市　国保年金課　特定健診係係長　岡﨑さゆり
　柳井市　市民生活課　課長補佐　　　　　　　石岡　雅朗
　美祢市　市民課　課長補佐　　　　　　　　　田中　俊幸
　周南市　保険年金課　管理給付担当係長　　　石田　泰規
　萩　市　市民課　保険給付係長　　　　　　　野村　　理
　長門市　保険課　主任　　　　　　　　　　　岡本有加里
　周防大島町　健康増進課　主事　　　　　　　魚原　幸嗣
　田布施町　健康保険課　　　　　　　　　　　増原規美子
　平生町　町民課　主事　　　　　　　　　　　村竹　章吾

出席者
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している。

　国保連合会としても、受診率向上に寄与できる

ように保険者のニーズに応じた支援を行っていき

たい。なお、今後、国保保険者に対して取組みの

意向調査等を予定している。

支払基金　平成 27年度は合計で 3,988 機関から
19,319 件の請求があった。なお、特定保健指導

は 145 機関から 325 件の請求があった。26 年

度と比較すると、請求機関数は 98.2％、請求件

数は 116.4％という状況であり、機関数はわず

かに減少しているが、請求件数は増加している。

28 年 8 月受付までの数字では、前年度と比較

し請求機関数は 1,158 機関に対し 1,091 機関と

5.8％減少、請求件数は 4,609 件に対し 3,217 件

と 30.2％の減少となっている。

　なお、請求データの誤り事例で、代表的なもの

は次のとおりである。

　（1） 窓口負担金額（基本的な健診）の誤り

　　　・健診機関で誤った窓口負担金額を入力又

　　　　は記載して請求

　（2） 契約単価の誤り

　　　・健診機関で複数の契約があり、誤って高

　　　　額の契約金額を入力又は記載して請求 

　（3） 受診券及び利用券整理番号の不備

　　　・健診機関で誤った保険者番号・受診券番

　　　　号を入力又は記載して請求

　　　・保険者において発行した受診券等の支払

　　　　基金への情報登録の失念

　（4） 詳細な健診の誤り

　　　・詳細な健診分の金額を追加健診又は人間

　　　　ドックの項目で入力又は記載して請求

協会けんぽ　特定健診の対象者は 161,271 人
で、35 歳以上を対象に行っている生活習慣病

予防健診のうち、40 歳以上の方で実施した人数

は 76,797 人（実施率 47.6％）、事業者健診は

12,671人（同7.9％）で、全体の実施率は55.5％

となった。被扶養者に対する実施率は 25.1％と

なり、平成 27年度の実施率の伸びは全国的に見

てもトップ 3に入る形で伸びている。

　特定保健指導については、被保険者は協会けん

ぽの実施分と外部委託による実施分とで分けてい

る。外部委託実施分は、生活習慣病予防健診の委

託機関で原則、当日健診後に有所見者に対する保

健指導を行っており、こちらの実施率は 16.8％、

被扶養者に対する実施率は 3.9％となっている。

広域連合　平成 27 年度の受診率は 19.3％とな
り、26年度の 18.9％に比べ 0.4％上昇となった。

資料2：平成27年度市町別健康診査受診率一覧（月別）
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受診者数は 37,564 人、26 年度比で 809 人の増

加となっている。受診率向上のための取組みとし

て、受診勧奨ポスターを作成し、健診実施機関、

各市町、老人クラブ連合会を通じて各地域の老人

クラブに配布している。また、後期高齢者医療制

度の周知パンフレットにも健康診査の概要を掲載

し、周知広報に努めた。27 年度は 26 年に引き

続き健診未受診者に対して、はがきによる受診勧

奨を行ったが、よりよい効果が出るように勧奨対

象者を抽出した。このような受診勧奨対策により

受診率は 26年度比では増加したが、まだまだ高

いと言える数値ではないため、本広域連合として

は今後も受診率、受診者数が増加するよう健康診

査事業の推進に取り組んでいく。

2. 平成 28 年度の実施状況について
　28 年度の実施状況について、各保険者から次

のとおり報告があった。　　　　
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萩市　協会けんぽにお伺いしたい。事業者健診

データの取組みに関する事業を進めておられると

のことだが、具体的にどのような流れになるのか。

協会けんぽ　事業場に勤務の協会けんぽ加入者で

ある 40 ～ 74 歳までの方について、労働安全衛

生法に基づく事業者健診データの取得に関して同

意をいただき、健診機関からデータをいただく。

なお、同意は基本的には「高齢者の医療の確保に

関する法律」の中で、保険者がデータ提供を求め

た場合には、事業者側は提供しなければいけない

とされているが、事業所へデータ取得に関する文

書等を送る、もしくは事業所を訪問した際に事業

主と話をするなどしている。データをいただくこ

とで、有所見者に対する特定保健指導の実施や、

被保険者、被扶養者の健診結果を特定健診の実施

率に加えることができる。なお、長門市とは、市

町で最初に健康づくりの推進に向けた協定を結ん

でおり、長門市にある事業場については四者連名

で文書を送った。

下関市　柳井市は、「かかりつけ医からの情報提

供事業を医師会と契約（情報提供料 1 件当たり

2,160 円）」されているが、詳しい内容をお聞か

せいただきたい。

柳井市　表面に健診結果を書く一覧表、裏面に質

問票と患者さんの同意書をつけた「情報提供書」

を作成し、それを受診券と併せて配付している。

患者さんが特定健診の代わりに、直近のデータを

提出することに同意していただければ、医師が情

報提供書に記入、市に提出する。情報提供料は市

から直接、医療機関へお支払いしている。

藤本　がん検診と同時に実施される市町が多い。

山口県は乳がんの受診率が全国的に見て低く、そ

の他のがん検診も受診率が低い。県もポスター制

作など行っているが、このように特定健診と一緒

にすることでがん検診の受診率も上がればよいと

思われる。


